様式１
　　平成　　年　　月　　日
平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する

　　　調査検討業務委託プロポーザル参加申込書
岐阜県環境生活部環境企画課長　様
（参　加　申　込　者）
法  人 名 称
所　 在　 地
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
連　 絡　 先　 （電話番号）
連　 絡 　先　 （Fax番号）
連　 絡 　先　 （電子メール）
私は、「平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する検討業務委託プロポーザル公募要領」に基づき、「平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する調査検討業務委託」プロポーザルに参加します。
様式２
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
岐阜県環境生活部環境企画課長　様
平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する

　　　調査検討業務委託企画提案書
法　人 名 称：
所　 在　 地：
代表者職氏名：
１　実施方針

２　事業内容

（１）中部山岳国立公園（奥飛騨温泉郷地域を含む）の現状や強み・弱み等、自然体験プログラムやガイド育成の前提となる事項に関する調査の主な内容、実施方法

　　※調査内容・方法、考え方などをできる限り具体的に記載してください。
（２）自然体験プログラム実施計画の策定に当たっての考え方

※実施計画の方針、検討の進め方等に関する考え方をできる限り具体的に記載してください。

※自然資源の活用と保全・管理に対する配慮、地域関係者との連携に対する考え方については、必ず記載してください。
（３）自然ガイド育成計画の策定に当たっての考え方
※育成計画の方針、検討の進め方等に関する考え方をできる限り具体的に記載してください。

※地域関係者との連携、若手人材や外国人ガイド等の多様な人材の育成に対する考え方については、必ず記載してください。
３　事業（作業）スケジュール
※事業の着手から終了までのスケジュールについて、具体的に記載してください。
４  業務の実施体制（別添可）
　＜実施体制図＞
※事業の着手から終了までのスケジュールについて、具体的に記載してください。

※業務従事者の経歴・技能等について記載してください。

５　自由提案（特記すべき提案等がある場合）


６　社会的課題への取組
※下表の「評価の要件」を確認し、該当するものにチェックを入れてください。
（「障がい者雇用」については、（１）（２）のいずれか該当する方にチェック願います。）

※各項目の左側（達成等）をチェックした場合は、それを証明する「添付書類」を添付してください。

	項目
	評価の要件

	仕事と家庭の両立支援


	◆ 厚生労働省「くるみん認定」を受けているか。

　　　□　認定を受けている　　□ 認定を受けていない

　（添付書類）

　　・認定証の写し（行動計画期間内のもの）

	障がい者雇用


	（１）障害者雇用促進法に規定する障害者雇用状況の報告義務を有する事業者（従業員50人以上）

· 平成２９年６月１日現在の障がい者の法定雇用率（2.0％）

· 達成　　□ 未達成

　（添付書類）

　　・平成２９年６月１日現在で、主たる事業所の所在地を管轄する公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」の写し

（２）障害者雇用状況の報告義務が無い事業者（従業員50人未満）

　　 ※（１）以外の事業者

· 現時点での障がい者の雇用状況

· １人以上採用している　　□ 採用していない

　（添付書類）

　　・障がい者を雇用していることを証明する書類

・身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳の写し（提出にあたっては、利用目的を明らかにしたうえで、本人の同意を得てください。）

・雇用保険被保険者資格取得時に公共職業安定所から交付される「雇用保険被保険者資格喪失届・氏名変更届」（公共職業安定所において印字されたもの）の写し

	若者の採用・育成


	· 若者応援宣言企業として、厚生労働省のホームページに企業
情報が公開されているか

· 公開されている　　□ 公開されていない


様式３
法人概要書
	（ふりがな）
名称
	（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	所在地
	（〒　　　　　　　　　）


	設立年月日
	西暦　　　年　　　月　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　円

	売上高
	　　　　　　　　　　　円（　　　　年　月期実績）

	税引前当期利益
	　　　　　　　　　　　円（　　　　年　月期実績）

	代表者
	役職　　　　　　　　氏名

	従業員数
	名　（うち、正規雇用者　　　　　名）

	担当者氏名
	

	担当者連絡先
	（〒　　　　）住所
電話番号：　　　　　　　　　　　　FAX：
電子メール：

	理念
活動目的等
	

	事業内容
	


※各項目の幅は、適宜調整のうえ、１枚以内で記載してください。
様式４
誓 約 書
平成　　年　　月　　日
岐阜県知事　様
法　人 名 称
代表者職氏名
平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する調査検討業務委託プロポーザルに参加するに当たり、下記の事項について真実に相違ありません。
記
１　本業務委託プロポーザル公募要領の参加者要件①～⑧を満たしています。
	（※共同体で参加し、その代表法人でない場合）

１　本業務委託プロポーザル公募要領の参加者要件②～⑩を満たしています。


２　提出した書類に虚偽又は不正はありません。
※　必要に応じて不要な部分は削除してください。
様式５

見積書

※岐阜県委託事業に係る経費のみを計上してください。

※行は必要に応じて追加・削除してください。

※列幅は必要に応じて調整してください。

	項　目
	小項目
	数量
	単位

呼称
	単価(円)
	計(円)
	備　考

（積算根拠等）

	現状調査・

分析費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	①合計
	－
	－
	－
	
	

	自然体験プログラム実施計画作成費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	②合計
	－
	－
	－
	
	

	自然ガイド育成計画作成費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	③合計
	－
	－
	－
	
	

	先進地視察調査費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	④合計
	－
	－
	－
	
	

	諸経費
	⑤諸経費計
	－
	－
	－
	
	

	  ⑥小計【　①　＋　②　＋　③　＋　④　＋　⑤　】
	
	

	⑦消費税【　⑥　×　0.08　】
	
	

	合計【　⑥　＋　⑦　】
	
	


様式６
共同体構成員表
平成　　年　　月　　日
岐阜県知事　様
共同体の名称
構成員（代表者）所在地
名　称
代表者氏名
構成員　　　　　所在地
　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　代表者氏名
構成員　　　　　所在地
　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　代表者氏名
（※　構成員の数に応じて加筆・修正してください。）
　このたび、平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する調査検討業務委託プロポーザルに参加するため、共同体を結成しましたので届け出ます。
様式７
　平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成

に関する調査検討業務委託に関する共同体協定書（案）
第１条（目的）
　当共同体は、平成30年度中部山岳国立公園自然体験プログラム及び自然ガイド人材の育成に関する調査検討業務委託及び当該業務の付帯業務を共同連帯して営むことを目的とする。
第２条（名称）
　当共同体は、　　　　　　　　　　　　（以下「共同体」という。）と称する。
第３条（共同体の事務所の所在地）
　共同体は、事務所を岐阜県　　　　　　　　　　に置く。
第４条（成立の時期及び解散の時期）
１　共同体は、本協定書の締結の日に成立し、業務完了後、実績報告書を提出し、その報告内容について岐阜県の承認が得られるまで、解散しない。
２　前項の規定にかかわらず、共同体は、他の法人その他の団体が当該業務委託を岐阜県と契約締結したとき、又は構成員の脱退若しくは除名により当該共同体の構成員が１団体となるときは、解散する。　
第５条（構成員の名称及び所在地）
　共同体の構成員（以下「構成員」という。）は、次の表のとおりとする。
	名称
	所在地

	
	

	
	


第６条（代表者の名称）
　共同体は、　　　　　　　　　　を代表法人（以下「代表法人」という。）とする。
第７条（代表者の権限）
　代表法人は、次の権限を有するものとする。
（１）当該業務プロポーザルに係る提出書類の作成及び提出
（２）岐阜県との契約の締結
（３）当該業務についての委託料の請求及び受領
（４）その他当該業務に係る岐阜県との折衝
第８条（構成員の業務分担及び責任）
１　構成員は、共同体の業務を次の表のとおり分担し、責任を持って履行するものとする。
	構成員の名称
	分担する業務

	
	

	
	


２　構成員は、前項の業務の履行及びその履行に伴い共同体が負担すべき債務の履行に関し、連帯して責任を負う。
第９条（取引金融機関）
　共同体の取引金融機関は、代表法人の名義の預金口座によって取引するものとする。　
第10条（権利義務の譲渡の制限）
　本協定書に基づく共同体及び構成員の権利義務は、他者に譲渡することができない。
第11条（構成員の脱退）
１　構成員はやむを得ない事由があるときは、共同体を脱退することができる。
２　前項の場合のほか、構成員は、破産手続開始の決定を受けたことをもって脱退する。
第12条（構成員の除名）
１　構成員の除名は、正当な事由がある場合に限り、あらかじめ岐阜県の承認を得て、他の構成員の一致によりすることができる。
２　前項の規定により構成員を除名したときは、その旨を当該構成員に通知しなければならない。
第13条（協定書に定めのない事項）
本協定書定めのない事項については、構成員の協議により定めるものとする。
平成　　年　　月　　日
構成員（代表者）　所在地
　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　代表者氏名
構成員　　　　　　所在地
　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　代表者氏名
（※　この様式を参考に共同体の協定書を作成し、その写しを提出してください。）
印





※様式２の１～５の項目については、枚数の制限を設けません。（提案したい内容については、必要な枚数を用いて記載してください。）
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印
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印








